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主要行等向けの総合的な監督指針 新旧対照表 

現  行 改 正 後 

Ⅲ 主要行等監督上の評価項目 

Ⅲ－２ 財務の健全性等 

Ⅲ－２－３ リスク管理 

Ⅲ－２－３－４ 流動性リスク管理 

Ⅲ－２－３－４－２ 主な着眼点 

（１） （略） 

（２）国際統一基準行においては、取締役会は、バーゼル銀行監督委員会「バ

ーゼル III：流動性リスク計測、基準、モニタリングのための国際的枠組

み」（2010 年 12月）に定められる流動性カバレッジ比率及び安定調達比率

について、それぞれ平成 27 年又は平成 30 年から適用されることに向けた

体制の整備を検討しているか。 

（３） （略） 

（４） （略） 

（５） （略） 

（６）国際統一基準行においては、流動性カバレッジ比率（銀行法第 14条の

２の規定に基づき、銀行がその経営の健全性を判断するための基準として

定める流動性に係る健全性を判断するための基準（以下「流動性カバレッ

ジ比率告示」という。）第８条に定める単体流動性カバレッジ比率をいう。

以下同じ。）が最低水準を満たしていることを早期に捕捉するため、流動性

Ⅲ 主要行等監督上の評価項目 

Ⅲ－２ 財務の健全性等 

Ⅲ－２－３ リスク管理 

Ⅲ－２－３－４ 流動性リスク管理 

Ⅲ－２－３－４－２ 主な着眼点 

（１） （略） 

（削除） 

（２） （略） 

（３） （略） 

（４） （略） 

（５）国際統一基準行においては、流動性カバレッジ比率（銀行法第 14 条の

２の規定に基づき、銀行がその経営の健全性を判断するための基準として

定める流動性に係る健全性を判断するための基準（以下「流動性比率告示」

という。）第８条に定める単体流動性カバレッジ比率をいう。以下同じ。）

が最低水準を満たしていることを早期に捕捉するため、流動性カバレッジ
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カバレッジ比率を基に作成した近似指標（以下「近似 LCR」という。）につ

いて、以下に掲げるところにより、日次で算出する態勢を整備しているか

（最初に流動性カバレッジ比率を算出し、当局へ報告した日の翌日より適

用）。 

①～⑤ （略） 

（新設） 

（注） （略） 

Ⅲ－２－３－４－３ 監督手法・対応 

（１）オフサイト・モニタリング 

 ① 継続的なモニタリング（月次） 

流動性リスク情報に関するオフサイトモニタリングデータ（月次）に

基づき、流動性リスク等の状況を常時把握し、分析等を行う。 

② 随時のオフサイト・モニタリング 

例えばジャパンプレミアムの発生等、市場調達環境が悪化した時など

には必要に応じ、随時ヒアリングを行い、流動性リスクの状況を把握し、

分析等を行う。 

 ③ （略） 

（２） （略） 

Ⅲ－２－３－４－４ 流動性カバレッジ比率（国際統一基準行） 

比率を基に作成した近似指標（以下「近似 LCR」という。）について、以下

に掲げるところにより、日次で算出する態勢を整備しているか（最初に流

動性カバレッジ比率を算出し、当局へ報告した日の翌日より適用）。 

 ①～⑤ （略） 

（６）国際統一基準行においては、流動性比率告示第 78 条に定める「単体安

定調達比率」（以下「安定調達比率」という。）について、最低水準を下回

るおそれがあると見込まれる場合には、速やかに当局へ報告することとし

ているか。 

（注） （略） 

Ⅲ－２－３－４－３ 監督手法・対応 

（１）オフサイト・モニタリング 

① 継続的なモニタリング（月次または四半期毎） 

流動性リスク情報に関するオフサイト・モニタリングデータ（月次又

は四半期毎）に基づき、流動性リスク等の状況を常時把握し、分析等を

行う。 

② 随時のオフサイト・モニタリング 

例えば外貨資金調達コストの上昇等、市場調達環境が悪化した時など

には必要に応じ、随時ヒアリングを行い、流動性リスクの状況を把握し、

分析等を行う。 

 ③ （略） 

（２） （略） 

Ⅲ－２－３－４－４ 流動性比率規制（国際統一基準行） 
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Ⅲ－２－３－４－４－１ 意義 

財務の健全性を確保するためには、自己資本の充実を図るだけではなく、

流動性リスクにも備える必要がある。流動性リスクに対する短期的な備えと

しては、流動性リスクに応じた十分な流動性資産を保有することにより、資

金調達が困難な状況に陥っても、業務の継続を可能とする強靭性を高めるこ

とが重要である。当局としても、銀行の流動性リスクを把握し、必要に応じ

て十分な流動性資産の保有を促していく必要がある。 

こうした観点から、国際統一基準行に対しては、流動性カバレッジ比率と

いう客観的な基準を用い、十分な流動性資産の保有を求めるものとする。 

Ⅲ－２－３－４－４－２ 流動性カバレッジ比率の計算の正確性 

Ⅲ－２－３－４－４－２－１ 意義 

流動性カバレッジ比率については、銀行の流動性に係る健全性を示す基本

的指標であることから、正確に計算されなければならない。 

流動性カバレッジ比率の計算の正確性については、流動性カバレッジ比率

告示及びバーゼル合意の趣旨を十分に踏まえる必要がある。 

Ⅲ－２－３－４－４－１ 意義 

財務の健全性を確保するためには、自己資本の充実を図るだけではなく、

流動性リスクにも備える必要がある。流動性リスクに対する短期的な備えと

しては、流動性リスクに応じた十分な流動性資産を保有することにより、資

金調達が困難な状況に陥っても、業務の継続を可能とする強靭性を高めるこ

とが重要である。当局としても、銀行の流動性リスクを把握し、必要に応じ

て十分な流動性資産の保有を促していく必要がある。 

また、流動性リスクに対する中長期的な備えとしては、銀行の保有する資

産（オフバランス資産を含む。）の構成に応じて、安定的な資金調達構造を維

持することが重要である。当局としても、銀行の資産と資金調達源の特徴を

把握し、必要に応じて十分に安定的な資金調達源の確保を促していく必要が

ある。 

こうした観点から、国際統一基準行に対しては、流動性カバレッジ比率及

び安定調達比率という客観的な基準を用い、十分な流動性資産の保有及び十

分に安定的な資金調達源の確保を求めるものとする。 

Ⅲ－２－３－４－４－２ 流動性カバレッジ比率及び安定調達比率の計算

の正確性 

Ⅲ－２－３－４－４－２－１ 意義 

流動性カバレッジ比率及び安定調達比率については、銀行の流動性に係る

健全性を示す基本的指標であることから、正確に計算されなければならな

い。 

流動性カバレッジ比率及び安定調達比率の計算の正確性については、流動

性比率告示及びバーゼル合意の趣旨を十分に踏まえる必要がある。 
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Ⅲ－２－３－４－４－２－２ 留意事項 

流動性カバレッジ比率の計算の正確性については、流動性カバレッジ比率

告示上の規定に則って正確に計算されているか。特に以下の点に留意してチ

ェックするものとする。 

（１）銀行が具体的な計算の方法を策定する場合の留意点 

流動性カバレッジ比率における資金流出項目のうち、流動性カバレッジ

比率告示第 29条に規定する適格オペレーショナル預金に係る特例及び同

告示第 38条に規定するシナリオ法による時価変動時所要追加担保額を使

用する場合には、当該各条に規定する要件を満たす範囲で、銀行が具体的

な計算方法を策定するものとされている。この場合には、次の点について、

具体的な計算方法が告示を踏まえて適切に策定されているか、事前に確認

するものとする。 

①・② （略） 

（新設） 

（２）流動性カバレッジ比率の計算における計算対象の判定について 

流動性カバレッジ比率の計算においては、銀行における内部管理等も踏

まえつつ計算対象の設定を行う事項があるが、具体的には以下の項目につ

いて、適切な取扱いを行っているか。 

Ⅲ－２－３－４－４－２－２ 留意事項 

流動性カバレッジ比率及び安定調達比率の計算の正確性については、流動

性比率告示上の規定に則って正確に計算されているか。特に以下の点に留意

してチェックするものとする。 

（１）銀行が具体的な計算方法及び資産・負債の特定方法を策定する場合の

留意点 

流動性カバレッジ比率における資金流出項目のうち、流動性比率告示第

29 条に規定する適格オペレーショナル預金に係る特例、同告示第 38条に

規定するシナリオ法による時価変動時所要追加担保額及び安定調達比率の

計測に係る同告示第 102 条に規定する相互に関係する資産及び負債に係る

特例を適用する場合には、当該各条に規定する要件を満たす範囲で、銀行

が具体的な計算方法を策定する又は対象となる資産・負債の特定を行うも

のとされている。この場合には、次の点について、具体的な計算方法や資

産・負債の特定方法が告示を踏まえて適切に策定されているか、事前に確

認するものとする。 

①・② （略） 

③ 銀行が相互に関係する資産及び負債に係る特例を用いようとする場

合には、対象となる資産及び負債が流動性比率告示第 102 条に規定す

る要件全てを満たす形で設定されているか。 

（２）流動性カバレッジ比率及び安定調達比率の計算における計算対象の判

定について 

流動性カバレッジ比率及び安定調達比率の計算においては、銀行におけ

る内部管理等も踏まえつつ計算対象の設定を行う事項があるが、具体的に

は以下の項目について、適切な取扱いを行っているか。 
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① 「金融機関等」の定義における「流動性に係るリスク管理の観点から

重要性が低いと認められる者」の判断 

流動性カバレッジ比率告示第 1条第 19号に規定する「金融機関等」に

ついては、「流動性に係るリスク管理の観点から重要性が低いと認められ

る者」を除くこととされている。この際、例えば、資金流出額を減少さ

せることによって流動性カバレッジ比率を高めることを目的として、重

要性が認められる者を意図的に「金融機関等」の定義から除外するなど

不適当な取扱いを行っていないか。 

② 規模の小さな連結子法人等の取扱い 

連結流動性カバレッジ比率の水準への影響が極めて小さい小規模の連

結子法人等については、算入可能適格流動資産をゼロとするなど保守的

であることが担保される場合に限り、簡便的な計算をすることも可能で

ある。この際、例えば、連結総資産（連結総負債）に占める資産（負債）

の割合が非常に大きな金融機関に対して当該計算を適用したり、オフ・

バランスシートにおいて多額の資金流出が見込まれるにも関わらず、こ

れを考慮しないまま小規模の連結子法人等であるとして当該計算を適用

するなど不適当な取扱いを行っていないか。 

（３） （略） 

（４）価格下落率等の確認 

流動性カバレッジ比率告示上のレベル２Ａ資産及びレベル２Ｂ資産の判

定においては、過去の市場流動性ストレス期における価格下落率若しくは

担保掛目の下落幅を確認することが求められている。例えば、債券の格付

及び残存期間について、十分に細分化した上で判定を行うなど適切に確認

① 「金融機関等」の定義における「流動性に係るリスク管理の観点から

重要性が低いと認められる者」の判断 

流動性比率告示第 1条第 19 号に規定する「金融機関等」については、

「流動性に係るリスク管理の観点から重要性が低いと認められる者」を

除くこととされている。この際、例えば、資金流出額を減少させること

によって流動性カバレッジ比率を高めることを目的として、または利用

可能安定調達額を増加することによって安定調達比率を高めることを目

的として、重要性が認められる者を意図的に「金融機関等」の定義から

除外するなど不適当な取扱いを行っていないか。 

② 規模の小さな連結子法人等の取扱い 

連結流動性カバレッジ比率や連結安定調達比率の水準への影響が極め

て小さい小規模の連結子法人等については、算入可能適格流動資産をゼ

ロとする又は利用可能安定調達額をゼロとするなど保守的であることが

担保される場合に限り、簡便的な計算をすることも可能である。この際、

例えば、連結総資産（連結総負債）に占める資産（負債）の割合が非常

に大きな金融機関に対して当該計算を適用したり、オフ・バランスシー

トにおいて多額の資金流出が見込まれるにも関わらず、これを考慮しな

いまま小規模の連結子法人等であるとして当該計算を適用するなど不適

当な取扱いを行っていないか。 

（３） （略） 

（４）価格下落率等の確認 

流動性比率告示上のレベル２Ａ資産及びレベル２Ｂ資産の判定において

は、過去の市場流動性ストレス期における価格下落率若しくは担保掛目の

下落幅を確認することが求められている。例えば、債券の格付及び残存期

間について、十分に細分化した上で判定を行うなど適切に確認を行ってい
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を行っているか。 

（５）資金流出入項目の区分及び資金流出率の設定の適切性 

流動性カバレッジ比率告示上、資金流出入項目に係る区分の設定並びに

それらに係る資金流出率（額）又は資金流入額の設定を行う項目があるが、

これらについては、銀行による適切な設定及び検証を求めることとしてい

る。具体的には、以下の項目について留意することとする。 

① 流動性カバレッジ比率告示第 21 条に定める「準安定預金」について、

内部管理として追加的な区分を設定する必要があるか否か検討し、必要

があると認められる場合には適切な区分を行っているか。また、過去の

流動性ストレス期における資金流出の割合の実績を踏まえた資金流出率

の設定を行っているか。さらに、過去の資金流出率をそのまま適用する

ことなく、現在の準安定預金の構成に当てはめた場合にも資金流出率が

10％を超える蓋然性が十分に低いか等について検証を行っているか。 

② 流動性カバレッジ比率告示第 53 条に定める「その他偶発事象に係る資

金流出額」について、内部管理を踏まえた適切な区分を行っているか。

また、その適切性について定期的な検証を行っているか。 

③ 流動性カバレッジ比率告示第 60 条に定める「その他契約に基づく資金

流出額」及び同告示第 73条に定める「その他契約に基づく資金流入額」

について、流動性リスクの管理上の重要性を踏まえた適切な設定を行っ

ているか。また、その適切性について定期的な検証を行っているか。 

（新設） 

るか。 

（５）資金流出入項目の区分及び資金流出率の設定の適切性 

流動性比率告示上、流動性カバレッジ比率については資金流出入項目に

係る区分の設定並びにそれらに係る資金流出率（額）又は資金流入額の設

定を行う項目、安定調達比率については利用可能安定調達額並びに所要安

定調達額にかかる項目があるが、これらについては、銀行による適切な設

定及び検証を求めることとしている。具体的には、以下の項目について留

意することとする。 

① 流動性比率告示第 21条に定める「準安定預金」について、内部管理と

して追加的な区分を設定する必要があるか否か検討し、必要があると認

められる場合には適切な区分を行っているか。また、過去の流動性スト

レス期における資金流出の割合の実績を踏まえた資金流出率の設定を行

っているか。さらに、過去の資金流出率をそのまま適用することなく、

現在の準安定預金の構成に当てはめた場合にも資金流出率が 10％を超

える蓋然性が十分に低いか等について検証を行っているか。 

② 流動性比率告示第 53条に定める「その他偶発事象に係る資金流出額」

及び同告示第 101 条第３号に定める偶発債務について、内部管理を踏ま

えた適切な区分を行っているか。また、その適切性について定期的な検

証を行っているか。 

③ 流動性比率告示第 60条に定める「その他契約に基づく資金流出額」及

び同告示第 73条に定める「その他契約に基づく資金流入額」について、

流動性リスクの管理上の重要性を踏まえた適切な設定を行っているか。

また、その適切性について定期的な検証を行っているか。 

（６）残存期間の設定方法の妥当性 

流動性カバレッジ比率及び安定調達比率の計算において、残存期間を価



7 

（新設） 

（６）流動性カバレッジ比率の計算方法の一貫性等 

例えば、流動性カバレッジ比率告示第 35 条第２項のネッティング（資金

流出額及び資金流入額の計算過程において、一定の額との相殺を行うこと

をいう。）の取扱いや、同告示第 29条に規定する適格オペレーショナル預

金に係る特例及び同告示第 38条に規定するシナリオ法を採用している場

合にはそれらの取扱いなど、流動性カバレッジ比率の計算方法に関して銀

行に一定の裁量が認められている場合、合理的な理由に基づく変更の場合

を除き、一貫した、かつ保守的な計算方法を採用しているか。 

Ⅲ－２－３－４－４－２－３ 監督手法・対応 

（１）オフサイト・モニタリング 

流動性カバレッジ比率の計算の正確性等に問題があることが判明した場

合には、詳細な報告を求め、必要に応じてヒアリングを行うものとする。 

格算定モデルにより計算している場合には、価格算定モデルの合理性（手

法、前提条件等）について定期的に検証を行うとともに、残存期間の見積

もりの確からしさについて事後的な内部検証を行っているか。 

（７）有価証券の割当方法の適切性 

流動性カバレッジ比率及び安定調達比率の計算において、有価証券の調

達元が不明な場合（例えば、有価証券のショート・ポジションやレポ形式

の取引等の担保として差し出している有価証券の調達元が不明な場合）に

おいて、銀行が定める任意の割当方法を使用している場合には、当該割当

方法を文書により明確化するとともに、当該文書に従って適切に運用され

ていることを定期的に確認しているか。 

（８）流動性カバレッジ比率及び安定調達比率の計算方法の一貫性等 

例えば、流動性比率告示第 35条第２項のネッティング（資金流出額及び

資金流入額の計算過程において、一定の額との相殺を行うことをいう。）の

取扱いや、同告示第 29条に規定する適格オペレーショナル預金に係る特

例、同告示第 38条に規定するシナリオ法及び同告示第 102 条に規定する相

互に関係する資産及び負債の特例を採用している場合にはそれらの取扱い

など、流動性カバレッジ比率や安定調達比率の計算方法に関して銀行に一

定の裁量が認められている場合、合理的な理由に基づく変更の場合を除き、

一貫した、かつ保守的な計算方法を採用しているか。 

Ⅲ－２－３－４－４－２－３ 監督手法・対応 

（１）オフサイト・モニタリング 

流動性カバレッジ比率及び安定調達比率の計算の正確性等に問題がある

ことが判明した場合には、詳細な報告を求め、必要に応じてヒアリングを
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また、流動性カバレッジ比率告示第 29 条に規定する適格オペレーショナ

ル預金に係る特例及び同告示第 38条に規定するシナリオ法を採用してい

る銀行に対しては、これらの取扱いについて、定期的に報告を求め、同告

示に定められた要件を充足しているか、前回から計算方法に変更がないか

等について確認することとする。 

（２）検査結果や（１）のオフサイト・モニタリングにより、流動性カバレ

ッジ比率の計算の正確性に問題があると認められる場合には、法第 24条に

基づき報告を求め、重大な問題があると認められる場合には、法第 26条に

基づき業務改善命令を発出するものとする。 

Ⅲ－２－３－４－４－３ 流動性カバレッジ比率規制に関する監督上の措置 

銀行の流動性リスク管理における取組みを補完する役割として、流動性カ

バレッジ比率という客観的な基準を用い、必要に応じた措置を迅速かつ適切

に発動し、銀行の経営の改善を求めるものとする。 

Ⅲ－２－３－４－４－３－１ 監督手法 

（１）定期的なモニタリング（月次） 

月末日又は最終営業日を基準日とした流動性カバレッジ比率について、

翌月の第 10 営業日までに指定された様式に基づく報告を求めることによ

り、流動性カバレッジ比率の状況を月次でモニタリングする。その際、流

動性カバレッジ比率の水準や変動の傾向を確認するとともに、流動性カバ

レッジ比率の分子・分母の内訳を把握することにより変動の要因・背景を

行うものとする。 

また、流動性比率告示第 29 条に規定する適格オペレーショナル預金に係

る特例、同告示第 38条に規定するシナリオ法及び同告示第 102 条に規定す

る相互に関係する資産及び負債の特例を採用している銀行に対しては、こ

れらの取扱いについて、定期的に報告を求め、同告示に定められた要件を

充足しているか、または前回から計算方法に変更がないか等について確認

することとする。 

（２）検査結果や（１）のオフサイト・モニタリングにより、流動性カバレ

ッジ比率及び安定調達比率の計算の正確性に問題があると認められる場合

には、法第 24 条に基づき報告を求め、重大な問題があると認められる場合

には、法第 26条に基づき業務改善命令を発出するものとする。 

Ⅲ－２－３－４－４－３ 流動性比率規制に関する監督上の措置 

銀行の流動性リスク管理における取組みを補完する役割として、流動性カ

バレッジ比率及び安定調達比率という客観的な基準を用い、必要に応じた措

置を迅速かつ適切に発動し、銀行の経営の改善を求めるものとする。 

Ⅲ－２－３－４－４－３－１ 監督手法 

（１）定期的なモニタリング（月次又は四半期毎） 

銀行に対し定期的に流動性カバレッジ比率及び安定調達比率の報告を求

め、銀行の流動性リスクの状況を常時把握する。 
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分析するものとする。 

また、他のオフサイトモニタリングデータや金融経済指標等を分析する

ことにより、金融システム全体に流動性に関するストレスの兆候がないか

を確認する。 

（新設） 

（新設） 

（注）原則として月末日を基準日とするが、各銀行が採用している会計基

準等により、最終営業日を基準日とすることもできるものとする。この

場合、合理的な理由に基づき変更する場合を除き、一貫した基準日を採

用することとする。 

（２）随時のモニタリング 

（１）に加えて、必要と認められる場合においては、流動性カバレッジ

比率の状況について報告を求めるものとする。 

① 流動性カバレッジ比率（月次） 

月末日又は最終営業日を基準日とした流動性カバレッジ比率について、

翌月の第 10 営業日までに指定された様式に基づく報告を求める。その際、

流動性カバレッジ比率の水準や変動の傾向を確認するとともに、流動性カ

バレッジ比率の分子・分母の内訳を把握することにより変動の要因・背景

を分析するものとする。 

また、他のオフサイト・モニタリングデータや金融経済指標等を分析す

ることにより、金融システム全体に流動性に関するストレスの兆候がない

かを確認する。 

② 安定調達比率（四半期毎） 

四半期末日を基準日とした安定調達比率について、報告徴求により求め

る。その際、安定調達比率の水準や変動の傾向を確認するとともに、安定

調達比率の分子・分母の内訳を把握することにより変動の要因・背景を分

析するものとする。 

（注）原則として流動性カバレッジ比率については月末日、安定調達比率

については四半期末日を基準日とするが、各銀行が採用している会計基

準等により、最終営業日を基準日とすることもできるものとする。この

場合、合理的な理由に基づき変更する場合を除き、一貫した基準日を採

用することとする。 

（２）随時のモニタリング 

（１）に加えて、必要と認められる場合においては、流動性カバレッジ

比率及び安定調達比率の状況について報告を求めるものとする。 



10 

Ⅲ－２－３－４－４－３－２ 監督上の対応 

（１）監督上の措置の前提となる流動性カバレッジ比率 

（２）に定める監督上の措置の前提となる流動性カバレッジ比率は、Ⅲ

－２－３－４－４－３－１における定期的なモニタリング又は随時のモニ

タリングにより報告されたものとする。 

（２）監督上の措置 

流動性カバレッジ比率が最低水準を下回った場合には、その理由や流動

性カバレッジ比率の向上に係る改善策について、法第 24条に基づき速やか

に報告を求めるものとする。さらに確実な改善が必要であると認められる

場合には、法第 26条に基づき業務改善命令を発出するものとする。 

また、流動性カバレッジ比率が近い将来に最低水準を下回るおそれがあ

ると見込まれる場合には、まずは理由や改善の見込み等についてヒアリン

グを行うものとする。ヒアリングの結果、なお問題があると認められる場

合には、法第 24条に基づき報告を求め、さらに確実な改善が必要であると

認められる場合には、法第 26条に基づき業務改善命令を発出するものとす

る。 

ただし、監督上の対応については、機械的・画一的に運用するものでは

なく、流動性カバレッジ比率の最低水準を維持するために銀行がとる対応

策の内容やその効果及びその対応策が金融システムに与える影響等に留意

する必要がある。 

① 法第 24 条に基づく報告には、以下の内容を含むものとする。また、必

要に応じて、追加的な内容を徴求することとする。 

イ．流動性カバレッジ比率が最低水準を下回った要因（特定の算入可能

Ⅲ－２－３－４－４－３－２ 監督上の対応 

（１）監督上の措置の前提となる流動性カバレッジ比率及び安定調達比率 

（２）に定める監督上の措置の前提となる流動性カバレッジ比率及び安

定調達比率は、Ⅲ－２－３－４－４－３－１における定期的なモニタリン

グ又は随時のモニタリングにより報告されたものとする。 

（２）監督上の措置 

流動性カバレッジ比率又は安定調達比率が最低水準を下回った場合に

は、その理由や流動性カバレッジ比率又は安定調達比率の向上に係る改善

策について、法第 24条に基づき速やかに報告を求めるものとする。さらに

確実な改善が必要であると認められる場合には、法第 26条に基づき業務改

善命令を発出するものとする。 

また、流動性カバレッジ比率又は安定調達比率が近い将来に最低水準を

下回るおそれがあると見込まれる場合には、まずは理由や改善の見込み等

についてヒアリングを行うものとする。ヒアリングの結果、なお問題があ

ると認められる場合には、法第 24 条に基づき報告を求め、さらに確実な改

善が必要であると認められる場合には、法第 26 条に基づき業務改善命令を

発出するものとする。 

ただし、監督上の対応については、機械的・画一的に運用するものでは

なく、流動性カバレッジ比率及び安定調達比率の最低水準を維持するため

に銀行がとる対応策の内容やその効果及びその対応策が金融システムに与

える影響等に留意する必要がある。 

① 法第 24 条に基づく報告には、以下の内容を含むものとする。また、必

要に応じて、追加的な内容を徴求することとする。 

イ．流動性カバレッジ比率又は安定調達比率が最低水準を下回った要因
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適格流動資産の減少、特定の資金流出額の増加等）及びその背景 

ロ．流動性カバレッジ比率が最低水準を上回る時期の見通し、及びそれ

までの流動性カバレッジ比率の分子・分母の内訳の推移の見通し 

ハ．算入可能適格流動資産に含まれないものの、緊急時において資金調

達に用いることが可能な流動性資産の額及びその種類等 

（注）法第 24条に基づく報告があった際には、報告内容等を踏まえ、例

えば、以下の点を分析することが考えられる。 

ａ．流動性カバレッジ比率の低下が、主に一時的な要因に起因するも

のであるか、あるいは長期的・構造的な要因に起因するものである

か。 

ｂ．流動性カバレッジ比率の最低水準を維持するための対応策を起因

とした金融システムに悪影響を及ぼす可能性及びその経路等 

② （略） 

（注）Ⅲ－２－３－４は、主に単体流動性カバレッジ比率について定めたも

のであり、流動性カバレッジ比率告示第２条に規定する連結流動性カバレ

ッジ比率が適用される場合には、適宜読み替えて適用するものとする。 

Ⅲ－３ 業務の適切性等 

Ⅲ－３－２ 情報開示（ディスクロージャー）の適切性・十分性 

Ⅲ－３－２－４ 開示に当たっての留意事項 

Ⅲ－３－２－４－６ 流動性に係る経営の健全性の状況の開示（施行規則第

19 条の２第１項第５号ホ、第 19条の３第３号ニ、第 19

（特定の算入可能適格流動資産又は利用可能安定調達額の減少、特定

の資金流出額又は所要安定調達額の増加等）及びその背景 

ロ．流動性カバレッジ比率又は安定調達比率が最低水準を上回る時期の

見通し、及びそれまでの流動性カバレッジ比率又は安定調達比率の分

子・分母の内訳の推移の見通し 

ハ．流動性カバレッジ比率について、算入可能適格流動資産に含まれな

いものの、緊急時において資金調達に用いることが可能な流動性資産

の額及びその種類等 

（注）法第 24 条に基づく報告があった際には、報告内容等を踏まえ、例

えば、以下の点を分析することが考えられる。 

ａ．流動性カバレッジ比率又は安定調達比率の低下が、主に一時的な

要因に起因するものであるか、あるいは長期的・構造的な要因に起

因するものであるか。 

ｂ．流動性カバレッジ比率及び安定調達比率の最低水準を維持するた

めの対応策を起因とした金融システムに悪影響を及ぼす可能性及び

その経路等 

② （略） 

（注）Ⅲ－２－３－４は、主に単体流動性カバレッジ比率及び単体安定調達

比率について定めたものであり、流動性比率告示第２条に規定する連結流

動性カバレッジ比率及び同告示第 74 条に規定する連結安定調達比率が適

用される場合には、適宜読み替えて適用するものとする。 

Ⅲ－３ 業務の適切性等 

Ⅲ－３－２ 情報開示（ディスクロージャー）の適切性・十分性 

Ⅲ－３－２－４ 開示に当たっての留意事項 

Ⅲ－３－２－４－６ 流動性に係る経営の健全性の状況の開示（施行規則第

19 条の２第１項第５号ホ、第 19 条の３第３号ニ、第 19
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条の５、第 34条の 26 第１項第４号ニ及び第 34条の 27

の２関係）（国際統一基準行） 

（１）一般的な留意事項 

流動性に係る経営の健全性の状況の開示は、流動性カバレッジ比率の最

低水準及び銀行の自己管理と監督上の検証を補完し、市場による外部評価

の規律づけにより銀行の経営の健全性を維持することを目的としており、

「銀行法施行規則第 19 条の２第１項第５号ホ等の規定に基づき、流動性に

係る経営の健全性の状況について金融庁長官が別に定める事項」（以下「流

動性カバレッジ比率開示告示」という。）の趣旨に従って適切に実施される

必要がある。また、銀行は、開示の対象となる情報の重要性に照らしつつ、

利用者にとって有益な情報開示のあり方を検討する必要がある。特に情報

開示の省略等が当該情報の利用者による経済的な意思決定を変更させる可

能性のある情報については、その適切な開示に留意するものとする。 

ただし、財産的価値を有する情報及び守秘義務に係る情報については、

これらの情報を公開することで銀行の地位に大きな損害を与えるおそれが

ある場合には、当該項目に関するより一般的な情報とともに、その特定の

情報項目が開示されなかった事実及びその理由を開示することで差し支え

ないものとする。 

（２）「単体流動性カバレッジ比率に関する定性的開示事項」 

① 「時系列における単体流動性カバレッジ比率の変動に関する事項」に

ついては、過去２年間の流動性カバレッジ比率の主要な変動及びその要

因について定性的な説明が記載されているか。また、本項目を説明する

に当たっては、「単体流動性カバレッジ比率に関する定量的開示事項」

（直近の四半期に係るものであり、かつ流動性カバレッジ比率開示告示

条の５、第 34条の 26 第１項第４号ニ及び第 34条の 27

の２関係）（国際統一基準行） 

（１）一般的な留意事項 

流動性に係る経営の健全性の状況の開示は、流動性カバレッジ比率及び

安定調達比率の最低水準及び銀行の自己管理と監督上の検証を補完し、市

場による外部評価の規律づけにより銀行の経営の健全性を維持することを

目的としており、「銀行法施行規則第 19条の２第１項第５号ホ等の規定に

基づき、流動性に係る経営の健全性の状況について金融庁長官が別に定め

る事項」（以下「流動性比率開示告示」という。）の趣旨に従って適切に実

施される必要がある。また、銀行は、開示の対象となる情報の重要性に照

らしつつ、利用者にとって有益な情報開示のあり方を検討する必要がある。

特に情報開示の省略等が当該情報の利用者による経済的な意思決定を変更

させる可能性のある情報については、その適切な開示に留意するものとす

る。 

ただし、財産的価値を有する情報及び守秘義務に係る情報については、

これらの情報を公開することで銀行の地位に大きな損害を与えるおそれが

ある場合には、当該項目に関するより一般的な情報とともに、その特定の

情報項目が開示されなかった事実及びその理由を開示することで差し支え

ないものとする。 

（２）単体流動性カバレッジ比率に関する定性的開示事項 

① 「時系列における単体流動性カバレッジ比率の変動に関する事項」に

ついては、過去２年間の流動性カバレッジ比率の主要な変動及びその要

因について定性的な説明が記載されているか。また、本項目を説明する

に当たっては、「単体流動性カバレッジ比率に関する定量的開示事項」

（直近の四半期に係るものであり、かつ流動性比率開示告示別紙様式を
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別紙様式第一号を使用して作成したもの）を使用しているか。 

②・③ （略） 

④ 「その他単体流動性カバレッジ比率に関する事項」については、必要

に応じ、例えば、以下の内容が記載されているか。また、以下の内容に

限らず、重要な事項が記載されているか。 

イ．流動性カバレッジ比率告示第 29 条に定める「適格オペレーショナ

ル預金に係る特例」を適用している場合には、以下の内容に関する説

明 

a・b （略） 

ロ．流動性カバレッジ比率告示第 38 条に定める「シナリオ法による時

価変動時所要追加担保額」を適用している場合には、シナリオ法によ

る時価変動時所要追加担保額の推定方法に関する説明 

ハ．流動性カバレッジ比率告示第 53 条に定める「その他偶発事象に係

る資金流出額」、同告示第 60 条に定める「その他契約に基づく資金流

出額」又は同告示第 73 条に定める「その他契約に基づく資金流入額」

に重要な項目がある場合には、当該項目に関する定性的な説明 

（注） （略） 

（新設） 

使用して作成したもの）を使用しているか。 

②・③ （略） 

④ 「その他単体流動性カバレッジ比率に関する事項」については、必要

に応じ、例えば、以下の内容が記載されているか。また、以下の内容に

限らず、重要な事項が記載されているか。 

イ．流動性比率告示第 29条に定める「適格オペレーショナル預金に係

る特例」を適用している場合には、以下の内容に関する説明 

a・b （略） 

ロ．流動性比率告示第 38条に定める「シナリオ法による時価変動時所

要追加担保額」を適用している場合には、シナリオ法による時価変動

時所要追加担保額の推定方法に関する説明 

ハ．流動性比率告示第 53条に定める「その他偶発事象に係る資金流出

額」、同告示第 60 条に定める「その他契約に基づく資金流出額」又は

同告示第 73 条に定める「その他契約に基づく資金流入額」に重要な

項目がある場合には、当該項目に関する定性的な説明 

（注） （略） 

（３）単体安定調達比率に関する定性的開示事項 

① 「時系列における単体安定調達比率の変動に関する事項」については、

過去５年間の安定調達比率の主要な変動及びその要因について定性的な

説明が記載されているか。また、本項目を説明するに当たっては、「単体

安定調達比率に関する定量的開示事項」（直近及び前四半期にかかるもの

であり、かつ流動性比率開示告示別紙様式を使用して作成したもの）を

使用しているか。 

② 「流動性比率告示第百二条各号に掲げる要件を満たす場合には、その

旨」については、以下の内容が記載されているか。 
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（３）「単体流動性リスク管理に係る開示事項」 

 ①～③ （略） 

（４）四半期ごとの開示事項 

流動性カバレッジ比率開示告示第６条に規定する「単体流動性カバレッ

ジ比率に関する定量的開示事項」について、バーゼル合意の趣旨を踏まえ、

四半期ごとの開示が適切になされる必要がある。なお、これらの開示事項

（過去情報も含む。）をウェブサイト上に開示する場合には、その記載箇所

を預金者、投資家等の利用者が容易に特定できるようにすることが適当で

ある。 

また、開示に当たっては、対象となる四半期の末日又は最終営業日（Ⅲ

－２－３－４－４－３－１（１）（注）参照。ただし、本取扱いは平成 28

年 12 月 31 日までとする。）を基準日とする金融商品取引法第 24条第１項

若しくは第３項に規定する有価証券報告書、同法第 24条の４の７第１項に

イ．流動性比率告示第 102 条に定める「相互に関係する資産・負債の特

例」を適用している場合には、その適用対象と相互関係性に関する説明 

③ 「その他単体安定調達比率に関する事項」については、以下の内容が

記載されているか。 

イ．銀行による安定調達比率の水準に関する評価 

ロ．上記イ．において課題があると評価された場合には、課題に対する

実務上の対応策 

ハ．銀行による今後の安定調達比率の見通しが開示された比率と大きく

乖離することが想定される場合には、その見通しに関する定性的な説

明 

二．ハ．について、実績値が当初の見通しと大きく異なる場合には、そ

の異なった理由の追加的な説明 

（４）単体流動性リスク管理に係る開示事項 

 ①～③ （略） 

（５）四半期ごとの開示事項 

流動性比率開示告示第６条に規定する「単体流動性カバレッジ比率に関

する定量的開示事項」及び「単体安定調達比率に関する定量的開示事項」

について、バーゼル合意の趣旨を踏まえ、四半期ごとの開示が適切になさ

れる必要がある。なお、これらの開示事項（過去情報も含む。）をウェブサ

イト上に開示する場合には、その記載箇所を預金者、投資家等の利用者が

容易に特定できるようにすることが適当である。 

また、開示に当たっては、対象となる四半期の末日又は最終営業日（Ⅲ

－２－３－４－４－３－１（１）（注）参照。）を基準日とする金融商品取

引法第 24条第１項若しくは第３項に規定する有価証券報告書、同法第 24

条の４の７第１項に規定する四半期報告書又は同法第 24 条の５第１項に
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規定する四半期報告書又は同法第 24 条の５第１項に規定する半期報告書

の公表後、速やかに行うことが望ましい。 

（注）上記は、流動性カバレッジ比率開示告示に定める開示事項のうち、施

行規則第 19 条の２第１項第５号ホに規定する「流動性に係る経営の健全性

の状況について金融庁長官が別に定める事項」について定めたものであり、

第 19条の３第３号ニ、第 19条の５、第 34条の 26 第１項第４号ニ及び第

34 条の 27の２の規定に基づく場合には、適宜読み替えて対応するものと

する。 

Ⅳ 銀行持株会社 

Ⅳ－２ 主な留意事項等 

（１） （略） 

（２）銀行持株会社及びその子会社の連結自己資本比率及び連結流動性カバ

レッジ比率の計算が正確に行われているか（Ⅲ－２－１及びⅢ－２－３－

４－４参照）。 

Ⅴ 銀行グループに対する連結ベースの監督等 

Ⅴ－１ 基本的な考え方 

（１）・（２） （略） 

（３）連結ベースの監督の概要 

  企業会計上の連結財務諸表はもとより、銀行法上のリスク管理債権の開

示も連結ベースで行われるほか、自己資本比率規制、流動性カバレッジ比

規定する半期報告書の公表後、速やかに行うことが望ましい。 

（注）上記は、流動性比率開示告示に定める開示事項のうち、施行規則第 19

条の２第１項第５号ホに規定する「流動性に係る経営の健全性の状況につ

いて金融庁長官が別に定める事項」について定めたものであり、第 19条の

３第３号ニ、第 19 条の５、第 34 条の 26第１項第４号ニ及び第 34 条の 27

の２の規定に基づく場合には、適宜読み替えて対応するものとする。 

Ⅳ 銀行持株会社 

Ⅳ－２ 主な留意事項等 

（１） （略） 

（２）銀行持株会社及びその子会社の連結自己資本比率、連結流動性カバレ

ッジ比率及び連結安定調達比率の計算が正確に行われているか（Ⅲ－２－

１及びⅢ－２－３－４－４参照）。 

Ⅴ 銀行グループに対する連結ベースの監督等 

Ⅴ－１ 基本的な考え方 

（１）・（２） （略） 

（３）連結ベースの監督の概要 

  企業会計上の連結財務諸表はもとより、銀行法上のリスク管理債権の開

示も連結ベースで行われるほか、自己資本比率規制、流動性比率規制、大
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率規制、大口信用供与規制、アームズ・レングス・ルール等についても、

連結ベースでの適用となっていることに留意する。 

（参考） （略） 

口信用供与規制、アームズ・レングス・ルール等についても、連結ベース

での適用となっていることに留意する。 

（参考） （略） 


